
＜ご案内＞
会社法の改正に伴い、従前書面でお
送りしていた株主総会資料は、2頁記
載のウェブサイトに掲載して提供し
ております。書面交付請求をされて
いない株主様には株主総会参考書類
のみを、また、書面交付請求をされ
た株主様には従前どおり資料一式を
書面でお送りしております。

書面又はインターネットによる事前
の議決権行使をご利用いただければ
幸いです。

株式会社アイスタイル
証券コード：3660

第25回
定時株主総会
招 集 ご 通 知
開 催 情 報
日時 2024年９月25日（水曜日）

午前10時（受付開始時刻:午前9時30分）

場所 受付:アーク森ビル １階専用受付
会場:同ビル3７階

(アークヒルズクラブ
クラブルームAB)
東京都港区赤坂一丁目12番32号

（末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

決議
事項

議案 取締役7名選任の件

株主総会でのお土産はご用意しておりません。何卒ご理解く
ださいますようお願い申し上げます。



代表取締役会長 兼 CEO

平素より当社への格別のご理解とご支援を賜り、誠にありがとうございます。

アイスタイルは、今年7月で設立25周年を迎えることができました。これもひとえに、皆さまのご支援
のおかげであり、心より感謝申し上げます。そして、第25期（2024年6月期）は、創業以来ずっと大切に
してきたユーザーとブランドの出会いが、実を結んだ1年となりました。

昨年9月には、2店舗目となる大型旗艦店「@cosme OSAKA」をオープンしました。これを皮切りに新
しい購買体験と@cosmeの世界観がユーザーに広がり、店舗のみならずECにも多くの方々が訪れてくだ
さるようになりました。ネットとリアルを融合した場所でユーザーと商品やブランドとの出会いを価値化
する、BtoBサービスであるマーケティング支援もさらに成長し、プラットフォームのシナジーもさらに進
んでいます。

結果として、連結売上高は過去最高を記録し、営業利益においても過去2番目の水準にまで回復しまし
た。特に2つの大型旗艦店だけで年間100億円以上の売上高を生み出すに至り、@cosmeの世界観を伝え
るモデルが確立されたことを強く感じています。

第26期においては、これまで築き上げた信頼をさらに価値化するために、化粧品以外の新たな領域にも
進出します。近年、ウェルビーイングへの関心や健康への意識の高まりにより、「美しくありたい」との想
いに加え、「末永く自分らしく生きたい」と考える生活者が増えています。美容年齢や健康寿命が延びるな
か、私たちが美容市場全体において提供できる可能性もさらに広がっている手応えを感じており、ユーザ
ーとブランドとの出会いの醸成、組織体制や自己資本の充実などで準備がようやく整い、今期はその新し
い第一歩を踏み出す年にしていきます。

今後も、さらなる成長と発展を目指し、社員一同全力を尽くしてまいります。
引き続きご支援のほど、よろしくお願い申し上げます。

2024年9月

株主の皆様へ
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株 主 各 位 （証券コード3660）
2024年９月４日

（電子提供措置の開始日2024年９月２日）

東京都港区赤坂一丁目12番32号
株式会社アイスタイル
代表取締役会長吉 松 徹 郎

第25回 定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第25回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置

をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://www.istyle.co.jp/ir/stock/meeting/

また、上記のほか、インターネット上の以下のウェブサイトにも掲載しております。
東証ウェブサイト https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦
覧書類/PR情報」を順に選択の上、ご覧ください。

本総会においては、インターネット又は書面等による議決権行使をご利用いただけますので、お手数ながら株
主総会参考書類をご検討の上、2024年９月24日（火曜日）午後６時までに議決権の行使をお願い申し上げま
す。
なお、本総会はインターネットを通じて株主総会の様子をご視聴いただける「ハイブリッド型バーチャル株主

総会（参加型）」として実施いたします。本総会のインターネット配信にあたり、ご出席株主様のお姿は映さな
いように配慮いたしますが、やむを得ず映り込んでしまう場合がございます。あらかじめご了承ください。
また、本総会終了後に視聴用ウェブサイトに掲載いたします動画でも株主総会の様子をご覧いただけます。
ご視聴の方法につきましては、4ページを参照ください。

敬具
記

1. 日 時 2024年９月25日（水曜日）午前10時（受付開始時刻:午前９時30分）
2. 場 所 受付：アーク森ビル 1階専用受付

会場：同ビル３７階（アークヒルズクラブ クラブルームAB）
東京都港区赤坂一丁目12番32号

（末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

3. 目的事項 報告事項 第25期（2023年７月１日から2024年６月30日まで）事業報告、計算書類及び
連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

決議事項 議案 取締役７名選任の件
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4. 議決権行使に
ついてのご案内

（1）議決権行使書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インタ
ーネットによる議決権行使を有効なものといたします。

（2）インターネットにより議決権を複数回行使された場合は、最後に行われた議決権行使
を有効なものといたします。

（3）議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされた
ものとして取り扱わせていただきます。

以上
▶当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
上げます。
なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていた
だきます。



招集ご通知 株主総会参考書類事業報告 連結計算書類 計算書類 監査報告書

4

当日の受付方法及びインターネットによる本総会のご視聴

本株主総会の受付方法
・会場がございますアーク森ビルの1階に設けております専用受付へお越しください。
受付にて、議決権行使書の提示・住所氏名等の記入を行っていただきまして、総会会場への入
館証を交付させていただきます。

・お飲み物の提供は差し控えさせていただきます。
・やむを得ない事情により開催方法を変更して執り行う場合には、当社ウェブサイトにてお知ら
せいたします。当社ウェブサイトにてご確認いただきますようお願い申し上げます。
URL: https://www.istyle.co.jp/ir/stock/meeting/

インターネットによる本総会のご視聴について
インターネットを通じて株主総会の様子をご視聴いただけますが、本総会中にインターネット
を通じた質問、議決権行使、動議の提出を行うことはできません。インターネットによる議決
権行使のご利用につきましては、行使期限にご留意いただきますようお願い申し上げます。

1 配信日時
2024年９月25日（水） 午前10時から株主総会終了まで
※配信ページは、本総会開始30分前に開設予定です。

2 ご視聴方法
ご視聴の際には、招集通知記載の視聴用ウェブサイトへアクセスをお願いいたします。

3 ご視聴に関する留意事項
・本総会をご視聴いただけるのは、株主様ご本人のみに限定させていただきます。代理人等によ
るご視聴はご遠慮いただきますようお願い申し上げます。

・ご使用の機器やネットワーク環境によっては、ご視聴いただけない場合がございます。また、
ご視聴いただくための通信料等は、各株主様のご負担となります。

・機器のトラブル等やむを得ない事情により、ご視聴ができなくなる可能性がございます。その
場合には、当社ウェブサイトにてお知らせいたします。また、当社はこれらの通信障害等によ
って本総会をご視聴の方が被った不利益に関して、一切の責任を負いかねますことご了承くだ
さい。

・本総会の撮影・録画・録音・保存及びSNS等での公開はご遠慮ください。
4 本総会後の視聴用ウェブサイトでの動画視聴

本総会終了後、視聴用ウェブサイトにて株主総会の動画を1ヶ月の間掲載いたしますので、
ご活用ください。
※ご視聴の際には、招集通知記載の視聴用ウェブサイトへアクセスをお願いいたします。
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議決権行使書 招集ご通知 議決権行使書

議決権行使書 お願い
株式会社アイスタイル 御中

○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○

1 ○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○
○○○○○○

2 ○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○

3 ○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○

株主番号 議決権行使個数 個

■ 議決権行使書のご記入方法

全員賛成の場合 ▶ 賛 に○印

全員反対の場合 ▶ 否 に○印

一部候補者に賛成の場合

▶否に○印をし、賛成する候補者番号を記入

一部候補者に反対の場合

▶賛に○印をし、反対する候補者番号を記入

議 案

※上記は議決権行使書のイメージとなります。

議 案 下の候補
者を除く

欄
示
表
否
賛 賛

否

( )

議 案 下の候補
者を除く

欄
示
表
否
賛 賛

否

( )

こちらに議案の
賛否をご記入ください。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、次のいずれかの方法により行使いただくことができます。

株主総会へのご出席

同封の議決権行使書用紙をご持参
いただき、会場受付にご提出くだ
さい。また、議事資料として、本
冊子をご持参くださいますようお
願い申し上げます。

郵送

同封の議決権行使書用紙に議案に
対する賛否を表示し、折り返しご
送付ください。

インターネット

パソコン又はスマートフォン等か
ら議決権行使ウェブサイトにアク
セスしていただき、下記の行使期
限までに議案に対する賛否をご入
力ください。議決権行使ウェブサ
イト及び議決権行使方法の詳細に
つきましては、次ページの「イン
ターネットによる議決権行使方法
のご案内」をご参照ください。

株主総会日時
2024年９月25日（水曜日）

午前10時

行使期限
2024年９月24日（火曜日）

午後６時必着

行使期限
2024年９月24日（火曜日）

午後６時まで
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議決権電子行使プラットフォームによる議決権行使のご案内～機関投資家の皆様へ～
機関投資家の皆様には、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、株式会社ICJの運営する議決権電子行使プラットフォームをご利用いただけます。

●�一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、議決権行使書
用紙に記載の「議決権行使コード/株主総会ポータルログインID」「パ
スワード」をご入力いただく必要があります。
●�書面とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、
インターネット等による議決権行使を有効なものといたします。また、
インターネット等によって複数回議決権を行使された場合は、最後に
行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

お問い合わせ
東京証券代行株式会社
ウェブサポート�専用ダイヤル

0120-88-0768
（受付時間 9時～21時） ぜひQ&Aも

ご確認ください。

インターネットによる
議決権行使方法のご案内

インターネット行使期限
2024年９月24日（火曜日）午後６時まで

ご注意事項

❶ 議決権行使書用紙に記載のQR
コード®を読み取ります。

❷ 株主総会ポータル®トップ画面
から「議決権行使へ」ボタン
をタップします。

❸ スマート行使®トップ画面が表示
されます。以降は画面の案内に
従って賛否をご入力ください。

スマートフォン等による議決権行使方法

※�QRコードは（株）デンソーウェーブの
登録商標です。

以下のURLより議決権行使書用紙に記載のログインID・パスワードをご入力のうえアクセスしてください。ログイン
以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

PC等による議決権行使方法

株主総会ポータルURL ▶https://www.soukai-portal.net
議決権行使ウェブサイトも引き続きご利用いただけます。 ▶https://www.web54.net

6



ご参考

ユーザーの熱量により生まれたシナジー

菅原 この飛躍した1年を振り返り、ユーザーとブランドとの
出会いを創るなかで、どのようなことに注力してきたのか。ま
ずはそこから教えてください。
 
作間 実は2020年から@cosmeのアプリを強化してきました。
自分にぴったりのコスメと出会える「マイコスメ」をコンセプト
に、メディア・EC・店舗と連携しながら体験提供を進めていま

す。キーワードは、セレンディピティ（思いもよらない幸運な出
会い）とパーソナライゼーション（その人に合ったブランドやコス
メの提供）。これらを大事にしながら、リアルとネットを融合し
た体験設計をつくっています。また、店頭でアプリのダウンロー
ドを促すイベントを行うことで、@cosmeの世界観を体験した
ユーザーにアプリを使ってもらう機会が増えました。そこから、
アプリの強みである接触頻度やその人に合った体験提供により、
定着率を高めることでアクティブなユーザーがさらに増え、結
果として購買接点であるEC・店舗での売上が伸びています。

アイスタイルだからこそ実現できた、
ネットとリアルが融合したプラットフォーム

2024年6月期は、店舗・ECなど国内の小売事業が業績を牽引し、購買体験で蓄積されたユーザーの熱量やブランドとの接点を価値化
することで、マーケティング支援事業も着実なる成長を遂げた。アイスタイルが創業以来目指してきた「ユーザーとブランドとの出会い」
がどのようにして生まれ、その背景には何があったのか。ユーザーやブランドと向き合い続けてきた各事業の責任者たちに話を伺った。

本橋 未来
執行役員 兼 販売販促事業ユニット長

（リテール事業管掌）

菅原 敬
取締役副会長 兼 CFO

作間 友幸
執行役員 兼 プロダクト・データユニット長

（メディア運営管掌）

天野 博之
執行役員 兼 ブランド体験ユニット長
（マーケティング支援事業管掌）
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菅原 なにより@cosmeとのエンゲージメントが高い（よく利
用してくれる関係性が深い）アクティブなユーザーが増えたこ
とが大きいですね。実際に、ECにおいてもユーザーの動きが
活発になったと感じることはありますか？

本橋 ECでもユーザーアクションの活性化を強く感じていま
す。私たち@cosmeのプラットフォームのなかで最も多くの
ユーザーを抱えているのはメディアであり、生活者において化
粧品の購入ステップにおいて必要なものとして存在しています
が、クチコミやランキングを確認するのみということが多く、
そこから直接＠cosme SHOPPINGで購入するということは生
活者の体験を考えたら当たり前ではあるのですが、皆さんが想
像するほど爆増するという構造ではありませんでした。
それが、アプリを通じた体験提供により、アクティブなユー
ザーが＠cosme SHOPPINGにも訪れてくれるようになり、
10年以上ECを続けてきて、この1年で「ようやくここまで来た
な」と大きな変化を実感しました。それに加えて、今までのメ
ディアからECの導線だけではなく、昨年9月にオープンした

「@cosme OSAKA」や他の既存店においても来店客数が右肩
上がりに増えたことや、店頭でのアプリ促進によって、店舗が
@cosmeアプリをダウンロードする新しい入り口として機能
し始めています。単にポイント還元があるからEC・店舗を使
うのではなく、@cosmeだからこそユーザーの興味関心やア
クションを引き起こし、アプリだからこそコミュニケーション
が活発になる。結果として、ずっと念願であったECでの購買
に繋がるサイクルが出来上がり、数字にも如実に表れた1年と
なりました。

菅原 具体的に数字として表れたのは、どんな部分ですか？

本橋 ECの新規顧客の獲得に苦戦していた時期がありました
が、この1年で昨対比129％という、これだけ世の中の購買活
動がリアルに回帰しているなかで驚異的な数字を記録しまし
た。そこからさらに、店舗利用者がアプリを通じてECも併用
してくれたことで、店舗とECでの購買併用率も＋6ポイント
上がり、プラットフォーム内でのシナジーの高まりを感じてい
ます。

菅原 確かに12月の「@cosme BEAUTY DAY」、6月の「@
cosme SPECIAL WEEK」などのセールイベントも成功しまし
たが、それ以外の通常期間も好調でしたね。特に12月のイベ
ントに使うプロモーション費用が年々減少しており、そして6
月のイベントではほとんどプロモーションをしていないにもか
かわらず流通総額が22億円に達しました。この12月のイベン
トに匹敵する規模にまで成長した背景を教えてください。

本橋 先ほどお話したメディア・EC・店舗が三位一体でしっ
かりと連携できたことが最も大きな要因だと思います。これま
では新規顧客の獲得をイベントにのみフォーカスしていました
が、年間を通じてどれだけLTV(=Life Time Value、顧客生涯
価値)を積み上げられるかに意識を向けました。イベント開始
前に新規顧客を獲得して購買体験をしてもらい、イベントで再
度買ってもらう流れを確立しています。「継続は力なり」という
ことで、この2年で認知が拡大したことによりユーザーの熱量
が顕著に上がり、12月のイベントで付与したポイントの消化
率も85%以上となり、お客さまの定着率も伸びています。

作間 また、明確にマーケティング施策も購買に貢献した1年
だったと思います。ユーザーをLTVとブランドへの接触回数で
区分けした上で、マーケティング部門と一緒にその状況をモニ
タリングしています。どの施策がどれだけ効いたか、購買接点
への送客だけでなくアクションの起点となったかなど多面的に
分析することで、ユーザーの解像度・理解度が深まりました。
投資対効果が明確になることで、より効率的なエンゲージメン
トと次への打ち手に繋っています。
そして、アイスタイルの強みは、リアルとネットを融合したプ
ラットフォームにありますが、社会全体で見ても店舗を交えた
リアルタイムマーケティングの事例は少ないので、独自のマー
ケットポジションをさらに強くする価値の源泉であるとも考え
ています。
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リアルとネットが融合したプラットフォームの価値

菅原 一方でブランドにとっても、ユーザーエンゲージメント
が上がるとプロモーション効果も大きくなりますよね。アイス
タイルはメディアでユーザーがブランドのことを知れる単なる
情報接点だけではなく、店舗・ECでの販売や販促などバ
リューチェーンの下流でもちゃんとユーザー行動の出口をつ
くってあげて、“@cosmeでは売れる”からブランドから受注い
ただくプロモーション活動も活発になっています。
この数年、メディア・EC・店舗を融合していくなかで、ユー
ザーエンゲージメントの高まりによってブランド向けサービス
の事業拡大も加速している実感がありますか？

天野 EC・店舗の事業規模が大きくなればなるほど、ブラン
ドにおける“@cosmeでは売れる”という認知と期待感も高まっ
ています。せっかく売れるなら、その状況を加速させたいとブ
ランドも考えるので、ユーザーエンゲージメントの場における
接点の大きさが予算投下の判断に寄与して、それがマーケティ
ング支援事業の業績にも反映されています。
単なるメディアに掲載するデジタル広告だけでなく、旗艦店で
ある@cosme TOKYO・@cosme OSAKA、@cosme STORE
などの店頭を使った販売促進サービスや、それら訴求内容を連
携させた施策により、ユーザーが動いているからこそプロモー
ションがネットとリアルを横断した立体的なものとなり、それ
に伴ってプロモーション案件での平均取引単価もここ数年で大
きく上がっています。
ただ課題もあり、平均取引単価が大きくなるに連れて、クライ
アントが大手ブランドに傾倒しがちになってしまいます。@
cosmeのポリシーとしてユーザーに支持されるブランドやコ
スメの情報を求めるユーザーに適切に届けることを前提にして

いるため、立ち上げたばかりのブランドにも当社のマーケティ
ング支援サービスをご利用いただけるよう、ユーザーへのアプ
ローチやユーザー行動を分析するサービスを細分化して、取引
ブランドの裾野を広げています。これにより、色んなブランド
との取引が増えたことも、ここ数年の特徴ですね。

菅原 大手ブランドとの取引単価も上がり、さらに取引ブラン
ド数も順調に増えています。そのなかで中堅ブランドや新しく
台頭してきたブランドからの受注が飛躍的に伸びた背景を教え
てください。

天野 ちょうど新型コロナウイルスが大流行した4年前、業界
全体で業績が厳しいなか、比較的体力のあった大手ブランドに
取引が偏重していました。この課題を解決するために、ブラン
ド向けセミナーの実施や新規取引開拓の組織を新設したこと
で、より多くのブランドにリーチできる状況をつくりました。
さらに、EC・店舗を横断した営業戦略にシフトした結果、受
注いただける関係性を構築することができましたのです。

菅原 業務提携をしたトレンダーズ社との取り組みについてで
すが、最近では国内ブランドのみならず韓国ブランドからも受
注が増えてきています。直近の動きはどうでしょうか？

天野 まず、お互いの提供価値をそれぞれのクライアントに提
案できる状況をつくりました。今まで当社とのお取引があまり
なかったブランドにおいても、関係値が強いトレンダーズ社を
経由して大きな受注に繋がっています。
さらに、これからは単なる足し算ではなく、トレンダーズ社の
SNSマーケティングのノウハウと@cosmeのプラットフォー
ムの価値を掛け合わせた、全く新しい価値の提供も考えていま
す。今まさにプラットフォームが拡大するなか、データがさら
に蓄積・活用され、分析・仮説・検証ができる幅も広がりまし
た。そこにソーシャルメディアでの施策も組み合わせると
PDCAを回す要素が増えるため、@cosmeとSNS両方を活用
することで次のアクションへの示唆に繋がるデータが蓄積でき
るとブランドにお伝えしています。

菅原 まさにそのデータの活用について、ブランドオフィシャ
ルとは別に新しいサービスであるデータドリブンソリューショ
ンが構想段階から次のフェーズに移りましたが、今の手応えは
どうですか？
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天野 こちらも既に、複数のPoC（=Proof of Concept、コン
セプト検証）プロジェクトが始まっています。@cosmeのプ
ラットフォームが大きくなったことで、ブランドが知り得ない
購買前のユーザー行動データも積みあがっています。このデー
タをマネタイズすることがこの新規事業の目的であり、ブラン
ドのマーケティング活動を支援・アップデートするもう1つの
武器となります。もちろん、ブランド毎に課題やマーケットポ
ジションなども異なるので、それぞれヒアリングして精緻に方
程式化している実験段階ですが、販売職・研究開発・マーケ
ティングなど多岐にわたる部門においてニーズがあるので、今
までの広告窓口とは別に価値提供できるポテンシャルがそこに
あることを確認できました。

プラットフォームの価値最大化に向けた今後の施策

菅原 最後に、今期におけるそれぞれの意気込みを教えてくだ
さい。

作間 引き続きアプリを起点にユーザーコミュニケーションの
活性化に注力します。メディアや店頭からアプリユーザーを増
やしながら、アプリでの体験提供も豊かにしたい。昨今、著名
な経営学者であるフィリップ・コトラー教授により「マーケ
ティング6.0」が提唱されイマーシブ（没入感のある）な顧客体
験の提供が注目されていますが、まさにメディア・EC・店舗
を連携させて我々が実現してきたことと一致するので、ここを
磨きあげることでユーザーアクションを活性化し、熱量をもっ
と上げていきたいと思います。
そして、もう1つがパーソナライゼーション。豊富なユーザー
データを読み解くことで、その人にあわせた心地よい体験を提
供するコミュニケーションにフォーカスします。さらに、そのな

かで拡充されていくユーザーの志向性を含む体験データをもと
に、アプリからEC・店舗に訪れたくなるような体験設計で、プ
ラットフォームのサイクルを大きくしていきたいと考えています。

天野 今期はまずデータ構造を明確化することで、他者から見
た時に我々が持つデータの価値がどれだけあるのかを示したい
と思います。ユーザーの購買情報に加え、購買前後のデータ、
そして膨大なクチコミデータを唯一持っていることが当社の強
みであり、さらに他社が持つマクロデータと掛け合わせること
で仮説・検証できる幅や深さもより広がるので、他業界のメー
カー・企業にもソリューション提供が可能だと感じています。
実際に既に他業界からの引き合いもあり、今後は別方面でブラ
ンド向けサービスを展開できるポテンシャルもあり、AIを使っ
たクチコミ分析の自動化などの実験的な試みも並行しながら、
データ活用の機会を模索しています。現状においても、アイス
タイルがソリューション提供できることの幅は広がっているの
で、そこをブランドに認知してもらうことが一番ですね。

本橋 プラットフォームも大きくなり、EC・店舗でのユーザー
の動きも変わった1年だったので、ここをさらに磨きあげてい
く前提ですが、改めて原点に立ち返って何が大事かをちゃんと
見つめ直したいと考えています。すなわちそれは、ECや店舗
での購買機会で、ちゃんと一人ひとりに心地よい体験を提供し
て、また来たいと思ってもらえているか。これを徹底すること
で結果的にお客さまが増え、データを含めたプラットフォーム
の成長にも繋がると考えています。
私たちが提供してきた価値は「ユーザーとブランドとの出会い」
なので、改めてそこをブランドとつくりあげることに立ち返
り、一緒に化粧品業界をアップデートしながら、一番分かりや
すい顧客接点であるEC・店舗で実現していきます。
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（2022.6）

第22期
（2021.6）

第24期
（2023.6）
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（2024.6）
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（2022.6）

第22期
（2021.6）

第24期
（2023.6）

第25期
（2024.6）

第23期
（2022.6）

第22期
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（2024.6）

第23期
（2022.6）
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（2021.6）

第24期
（2023.6）

第25期
（2024.6）

■ 売上高（百万円） ■ 営業利益又は営業損失（△）
（百万円）

■ 経常利益又は経常損失（△）
（百万円）

■ 親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

（百万円）

30,950

△604 △795

379
34,401

△593△453 △571

42,890

410817
275

56,085
1,940 1,721

1,214
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事業報告 （2023年7月１日から2024年6月30日まで）

１ 企業集団の現況に関する事項
(１) 事業の経過及び成果
連結業績ハイライト
国内化粧品市場におきましては、新型コロナウイルス（COVID-19）が感染症法上の分類において「５類」へ

移行し、これに伴い外出機会が増加したことで消費傾向が復調しました。また、訪日外国人客が戻り始めたこと
も、需要回復の一因となっております。

当連結会計年度における業績は以下のとおりです。
売上高におきましては、国内で展開しているマーケティング支援事業及びリテール事業が業績を牽引し、30.8

％の増収となりました。リテール事業においては2023年９月にオープンした大型旗艦店「@cosme OSAKA」
や既存店も好調に推移しており、ECにおいては、スペシャルイベント「@cosme BEAUTY DAY」や
「@cosme SPECIAL WEEK」が成功をおさめたこと、2023年11月にAmazon.co.jp上にオープンした
「@cosme SHOPPING」の寄与もあり、44.2％と大きく増収しました。また、マーケティング支援事業におい
ても前年同期比で11.9%の増収となりました。
営業利益におきましては、マーケティング支援事業及びリテール事業の増益により、全社的な人件費増加、EC

スペシャルイベントやアプリダウンロード促進のプロモーション費用を吸収し、前年同期比で137.4%と大きく
増益しました。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。
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7,457

1,136

8,344

1,617

売上高
（百万円）

セグメント利益
（百万円）

売上高構成比
14.9%

第24期 第25期 第24期 第25期

29,222 1,397

42,145 2,636

売上高
（百万円）

セグメント利益
（百万円）

売上高構成比
75.1%%

第24期 第25期 第24期 第25期
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マーケティング支援事業 売上高 8,344百万円
（前年比111.9％）

セグメント利益 1,617 百万円
（前年比142.3％）

当セグメントには、当社が運営するコスメ・美容
の総合サイト「@cosme」を基盤とした、化粧品
ブランド向けの広告ソリューションが属しておりま
す。
売上高におきましては、店頭におけるポップアッ

プイベントなどの販売促進への需要増加と、それと
連携したオンラインにおける広告・ソリューション
サービスの受注増加により、増収となりました。
営業利益におきましては、第３四半期において発

生した一過性のソフトウエア償却費用の計上や人材
関連費用等の増加があったものの、増収により当該
費用を吸収して、大きく増益しました。

※第25期からセグメント名及び、これまで当セグメン
トに計上しておりましたBtoC課金サービスを「その他
事業」に変更しており、それにあわせて第24期の売上
高・セグメント利益も集計し直しております。

リテール事業 売上高 42,145百万円
（前年比144.2％）

セグメント利益 2,636 百万円
（前年比188.7％）

当セグメントには、化粧品ECサイト「@cosme
SHOPPING」の運営、化粧品専門店 「@cosme
STORE」や大型旗艦店「@cosme TOKYO」の運
営等、国内における小売業を中心としたサービスが
属しております。

EC の 売 上 高 に お き ま し て は、「@cosme
BEAUTY DAY」や「@cosme SPECIAL WEEK」
が過去最高の流通総額を達成したことや、各ブラン
ドにおけるイベントの先行予約品・限定品の販売な
ど、当社ECでしか提供できない価値の訴求により、
31.8%の増収となりました。店舗では、2023年９
月に新規オープンした大型旗艦店「@cosme
OSAKA」及びM&AをしたCosmeticsシドニー７
店舗の寄与に加えて、既存店舗も25.8％伸長して
おり、店舗全体では前年同期比で51.6%の増収と
なりました。

営業利益におきましては、EC・店舗の増収により、
人件費の増加やECスペシャルイベント、アプリダウン
ロード促進のプロモーション費用を吸収して、前年同
期比で88.7%増益しました。

※第25期からセグメント名を変更しております。
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4,395

△86

3,935
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売上高
（百万円）

セグメント損失（△）
（百万円）

売上高構成比
7.0%%

第24期 第25期 第24期 第25期

224

1,816 1,661
252

売上高
（百万円）

セグメント利益
（百万円）

売上高構成比
3.0%%

第24期 第25期 第24期 第25期
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グローバル事業 売上高 3,935百万円
（前年比89.5％）

セグメント損失 209百万円
（前年 セグメント損失86百万円）

当セグメントには、日本国外で展開するEC・卸
売、店舗、メディア等のサービスが属しておりま
す。
売上高におきまして、香港店舗などが健闘したも

のの、中国越境ECや韓国事業の不調により減収と
なりました。
営業利益におきましても、上記理由に加え、第１

四半期と第３四半期に発生した中国越境ECにおけ
る在庫評価損もあり赤字となりました。

※第25期からセグメント名を変更しております。

その他事業 売上高1,661百万円
（前年比91.5％）

セグメント利益 252百万円
（前年比112.6％）

当セグメントには、美容部員を派遣する人材派遣
事業と、創業間もない企業も含め幅広い成長ステー
ジの企業に投資する投資育成事業が属しておりま
す。
売上高におきましては、人材派遣事業における派

遣人員の不足により、減収となりました。
営業利益におきましては、人材派遣事業において

利益率の高い案件の獲得により増益となりました。

※第25期から、これまでマーケティング支援事業（旧
On Platform事業）に計上しておりましたBtoC課金
サービスを当セグメントに変更しており、それにあわ
せて第24期の売上高・セグメント利益も集計し直して
おります。
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(２) 資金調達の状況
当連結会計年度においては、第25回新株予約権の一部が2024年２月に行使され、498百万円の資金調達

を実施したほか、事業拡大による運転資金の増加に伴い、2023年10月に取引金融機関４社から合計1,200
百万円の借入れを実施しました。

(３) 設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資額は1,818百万円であり、その主な内容は、当社におけるソフトウエア

開発に伴う投資であります。

(４) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当する事項はありません。

(５) 他の会社の事業の譲受けの状況
該当する事項はありません。

(６) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当する事項はありません。

(７) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当社の連結子会社である株式会社アイスタイルリテールは当連結会計年度において、株式会社シドニーの

全株式を取得し、子会社としました。
当社は、当連結会計年度において、トレンダーズ株式会社の株式を取得して、当社の関連会社としまし

た。
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(８) 対処すべき課題
当社グループは、市場に最適な仕組みや価値観＝ “style” を創造し続けるべく、「生活者中心の市場の

創造」をビジョンに掲げ、コスメ・美容の総合サイト「＠cosme」のメディア運営を1999年に開始し、今
では国内女性人口の3分の1を超える月間ユーザーに使っていただけるほど、多くの女性に支持されてまいり
ました。現在、当社グループは「＠cosme」を中核に多様な事業を展開しており、メディアのみならずEC
運営・店舗運営・人材サービスなどを含むコスメ・美容業界に関する総合的なプラットフォームとして成長
してまいりました。
しかしながら、目まぐるしく環境が変化するなか、新たなユーザーニーズやクライアントの課題に応えて

いくことが今後の継続的な発展に必要だと考えております。

当社グループが提供する総合的なコスメ・美容業界特化型プラットフォームの質を高め、領域を広げるこ
とで海外も含め事業を拡大することを目指しております。そのため、以下の事項を事業展開における主要な
課題として認識し、取り組んでおります。

① サービス間の連携による提供価値向上
メディア・ECのデジタル領域からリアル領域の化粧品専門店の運営をはじめとした多岐に渡る事業を展

開しており、これらのサービスを総合的に提供することでシナジーを醸成し、お客さまやブランドとの接
点を増やしてまいりました。今後は、さらにサービス間の連携を強化し、より多くのお客さま/ブランドに
サービスが提供できるよう取り組みを強化してまいります。

② 経営資源の再配分と生産性の最大化
中長期の成長を目指して事業領域の拡大を進めてまいりましたが、事業を取り巻く環境が大きく変化し

ており、柔軟かつ機動的に対応する必要が出てまいりました。それに伴い一部事業の整理・撤退等を行い、
経営資源を収益性の高い事業へ集中し、生産性の最大化を目指してまいります。今後も事業環境は様々に
変化していくと思われますが、都度柔軟に対応してまいります。

③ 海外戦略の見直し
近年の中国をはじめとするアジア各国の経済成長に伴う美容関連市場の拡大を見込み、積極的に海外へ

事業展開してまいりましたが、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大等の要因により大きな影響を受け
ました。引き続き海外展開は中長期視点で必要であると考えておりますが、今後は資金・人的リソースの
配分を効率的に行いながら、サービスの展開と収益力強化に努めてまいります。
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④ 経営基盤の強化
環境変化へ迅速に対応するために、権限と責任を明確化した経営が重要であると認識しております。最

適な組織体制により、経営の効率化・迅速化を図ってまいります。
また、今後事業が拡大するステージにおいて、グループを横断した内部統制の整備・向上が必要不可欠

と考えております。コーポレートガバナンスにも積極的に取り組むことで、強固な経営基盤の構築を進め
てまいります。

⑤ 生活様式変化への対応
今後も新型コロナウイルス等の疫病や大規模な自然災害の発生により、社会全体において生活様式の変

革が起こる可能性があります。生活者のコミュニケーションや購買行動に大きな変化が起こる場合には柔
軟かつ機動的に対応し、都度状況に合った新しい体験価値の提供を進めたいと考えております。また、就
業環境におきましても働き方が多様化しているなか、従業員や業界で活躍する美容人材が業務パフォーマ
ンスを発揮できる制度・環境を整備することで、事業を継続的に成長できるよう対応してまいります。
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（2022.6）
第 23期

売上高（百万円）

総資産（百万円） 純資産（百万円）

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失 (△)（百万円）

第 22期
（2021.6）

△571

第 25期
（2024.6）

第 24期
（2023.6） （2022.6）

第 23期第 22期
（2021.6）

第 25期
（2024.6）

第 24期
（2023.6）（2022.6）

第 23期第 22期
（2021.6）

第 25期
（2024.6）

第 24期
（2023.6）

（2022.6）
第 23期第 22期

（2021.6）
第 25期
（2024.6）

第 24期
（2023.6） （2022.6）

第 23期第 22期
（2021.6）

第 25期
（2024.6）

第 24期
（2023.6）

経常利益又は経常損失 (△)（百万円）

30,950
379

△795

22,235

8,109

△593

22,168
8,652

34,401
410 275

24,301 10,690

42,890

56,085
1,721

1,214

28,141 12,187
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(９) 財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

第22期
2021年６月期

第23期
2022年６月期

第24期
2023年６月期

第25期
2024年６月期

売上高 30,950百万円 34,401百万円 42,890百万円 56,085百万円
経常利益又は経常損失
(△) △795百万円 △593百万円 410百万円 1,721百万円
親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社
株主に帰属する当期純
損失(△)

379百万円 △571百万円 275百万円 1,214百万円

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失(△)

5.50円 △8.00円 3.69円 15.65円

総資産 22,235百万円 22,168百万円 24,301百万円 28,141百万円
純資産 8,109百万円 8,652百万円 10,690百万円 12,187百万円
１株当たり純資産額 110.60円 118.31円 131.37円 139.38円
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売上高（百万円）

総資産（百万円） 純資産（百万円）

経常利益又は経常損失 (△)（百万円） 当期純利益又は当期純損失 (△)（百万円）

（2024.6）
第 25期

（2023.6）
第 24期

（2021.6）
第 22期

（2022.6）
第 23期

（2024.6）
第 25期

（2023.6）
第 24期

（2021.6）
第 22期

（2022.6）
第 23期

（2024.6）
第 25期

（2023.6）
第 24期

（2021.6）
第 22期

（2022.6）
第 23期

（2024.6）
第 25期

（2023.6）
第 24期

（2021.6）
第 22期

（2022.6）
第 23期

（2024.6）
第 25期

（2023.6）
第 24期

（2021.6）
第 22期

（2022.6）
第 23期

6,632

△732 △1,106

19,354

5,288

7,012

19,988

6,116

458 517

7,215

19,956
8,554

586
798

8,442

△465 △202

22,404
9,416
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② 当社の財産及び損益の状況
第22期

2021年６月期
第23期

2022年６月期
第24期

2023年６月期
第25期

2024年６月期
売上高 6,632百万円 7,012百万円 7,215百万円 8,442百万円
経常利益又は経常損失
(△) △732百万円 458百万円 586百万円 △465百万円
当期純利益又は当期純
損失(△) △1,106百万円 517百万円 798百万円 △202百万円
１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失(△)

△16.04円 7.23円 10.70円 △2.60円

総資産 19,354百万円 19,988百万円 19,956百万円 22,404百万円

純資産 5,288百万円 6,116百万円 8,554百万円 9,416百万円

１株当たり純資産額 73.18円 85.58円 105.59円 106.72円
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(10) 主要な事業内容（2024年６月30日現在）
マーケティング支援事業 ：当社が運営するコスメ・美容の総合サイト「＠cosme」を基盤とした各種サービ

スの提供
リテール事業 ：国内における化粧品ECサイト「@cosme SHOPPING」の運営、化粧品専門店

「@cosme TOKYO」「＠cosme STORE」等の運営
グローバル事業 ：日本国外におけるサービスの提供
その他事業 ：美容部員等を派遣する人材派遣事業、ユーザー向けのBtoC課金サービス、創業

間もない企業も含め幅広い成長ステージの企業に投資する投資育成事業

なお、当連結会計年度より、より戦略に沿った情報開示と事業領域の区分整理のため、セグメント名
称の変更及び一部サービスの計上セグメントを変更しております。

旧セグメント 新セグメント

On Platform事業 マーケティング支援事業
(BtoC課金サービスをその他事業に変更)

Beauty Service事業 リテール事業

Global事業 グローバル事業

その他事業 その他事業

(11) 重要な子会社及び関連会社の状況（2024年６月30日現在）
名 称 資本金 主要な事業の内容 議決権比率

〈子会社〉

株式会社アイスタイルリテール 95百万円
化粧品ECサイト「@cosme SHOPPING」、
化粧品専門店「＠cosme STORE」等の運
営

100.0%

株式会社アイスタイルトレーディン
グ 50百万円 化粧品卸売、小売及び輸出入事業 100.0%

株式会社アイスタイルキャリア 51百万円
化粧品・美容業界専門の求人サイト「アッ
トコスメキャリア」の運営、化粧品業界専
門の人材派遣事業

100.0%

株式会社ISパートナーズ 30百万円 美容領域のデジタルコンテンツの制作・運
営・編集 100.0%

株式会社メディア・グローブ 10百万円 女性誌、美容誌、女性系WEBサイトに向け
た化粧品のPR活動 100.0%

株式会社Over The Border 30百万円 越境MCNの運営 78.4%
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名 称 資本金 主要な事業の内容 議決権比率

株式会社istyle me 10百万円 インフルエンサーマーケティング事業及び
WEB広告代理業 80.0%

istyle China Co., Limited 70百万円 中国における化粧品メーカー向けのコンサ
ルティング、マーケティング支援

100.0%
(100.0%)

istyle Global (Singapore) Pte.
Limited

41百万
シンガポール

ドル
東南アジア展開におけるアライアンス、事
業投資 100.0%

istyle Global (Hong Kong) Co.,
Limited

26百万
香港ドル 海外における化粧品卸売、EC事業 100.0%

istyle Retail (Hong Kong) Co.,
Limited

107百万
香港ドル

店舗企画開発・運営事業
小売店・流通業に対する販促支援

100.0%
(100.0%)

i-TRUE Communications Inc.
新台幣

35,575,000
元

美容系ポータルサイト「台湾版＠cosme」
の企画・運営 80.1%

MUA Inc. 1,800,200
米ドル 美容関連メディアの運営等 100.0%

Glowdayz, Inc. 67百万
韓国ウォン

「GLOWPICK」を中心としたマーケティ
ング事業及び化粧品流通事業等

100.0%
(100.0%)

〈関連会社〉

トレンダーズ株式会社 630百万円 マーケティング事業、インベストメント事
業 30.6%

（注）１．議決権比率欄の( )内は、間接議決権比率を内数で記載しております。
２．istyle Global (Hong Kong) Co., Limitedについては、当連結会計年度にistyle China
Corporation Limitedから名称変更しております。
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(12) 主要な営業所及び従業員の状況（2024年６月30日現在）
① 主要な営業所
（ⅰ）当社

本 社 ：東京都港区
（ⅱ）子会社

株式会社アイスタイルリテール ：東京都港区
東京都渋谷区等

株式会社アイスタイルトレーディング ：東京都港区
株式会社アイスタイルキャリア ：東京都港区
株式会社ISパートナーズ ：東京都港区
株式会社メディア・グローブ ：東京都港区
株式会社Over The Border ：東京都港区
株式会社istyle me ：東京都港区
istyle China Co., Limited ：中華人民共和国
istyle Global (Singapore) Pte. Limited ：シンガポール
istyle Global (Hong Kong) Co., Limited ：香港
istyle Retail (Hong Kong) Co., Limited ：香港
i-TRUE Communications Inc. ：台湾
MUA Inc. ：アメリカ合衆国
Glowdayz, Inc. ：大韓民国
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②従業員の状況
（ⅰ）企業集団の従業員の状況

事業区分 従業員数 前連結会計年度末比増減
マーケティング支援事業 454 ( 18) 名 17 ( 2) 名
リテール事業 348 (147) 名 81 (26) 名
グローバル事業 115 ( 32) 名 16 ( ー) 名
その他事業 32 ( ９) 名 △35 (△16) 名
全社 (共通) 130 ( ５) 名 ４ ( １) 名
合計 1,079 (211) 名 83 (13) 名
（注）１．従業員数は、就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時従業員数（パートタイマーのみ、人材会社からの派遣社員は除く。）は、年間の平均人数を（外
数）で記載しております。

２．全社（共通）として記載している従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している従業員数を記載
しております。

3．当連結会計年度より、事業区分を「マーケティング支援事業」「リテール事業」「グローバル事業」「その他事業」に変更し
ております。そのため、前連結会計年度の数値を変更後の事業区分に組み替えて比較を行っております。

（ⅱ）当社の従業員の状況
従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
478 (８) 名 38 (１) 名 35.0歳 ５年３ヶ月

（注）従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数（パートタ
イマーのみ、人材会社からの派遣社員は除く。）は、年間の平均人数を（外数）で記載しております。

(13) 主要な借入先の状況（2024年６月30日現在）
借 入 先 借 入 額

株式会社日本政策投資銀行 1,574百万円
株式会社みずほ銀行 1,076百万円
株式会社三菱UFJ銀行 1,027百万円
株式会社三井住友銀行 433百万円
株式会社横浜銀行 200百万円

(14) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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所有者別株式分布状況

個人・その他
(36.88％)

証券会社
(6.09％)

外国法人等
(19.35％)

その他
国内法人
(16.24％)

金融機関(21.42％)
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２ 会社の株式に関する事項（2024年６月30日現在）
(１) 発行可能株式総数 200,000,000株

(２) 発行済株式の総数 81,463,593株

(３) 株主数 33,512名
※比率は小数点第２位未満を切り捨てて表示しております。

(４) 大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,943,600株 11.35％
株式会社ワイ 8,734,600株 11.08％
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 6,591,800株 ８.36％
吉松 徹郎 4,604,569株 5.84％
MSIP CLIENT SECURITIES 2,730,131株 3.46％
一般財団法人都築国際育英財団 1,903,900株 2.41％
株式会社SBI証券 1,660,313株 2.10％
THE BANK OF NEW YORK 133652 1,419,500株 1.80％
THE BANK OF NEW YORK 133612 1,244,300株 1.57％
モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 1,047,526株 1.32％
（注）１．持株比率は、自己株式（2,693,567株）を控除して計算しております。

２．役員の所有する持株数は、当社役員持株会における持分を含めた実質持株数を記載しております。
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３ 会社の新株予約権等に関する事項

(１) 当事業年度末日における新株予約権の状況
新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数

第９回新株予約権 24,000個 4,800,000株（新株予約権１個につき普通株式200株）
第26回新株予約権 11,432個 1,143,200株（新株予約権１個につき普通株式100株）
第27回新株予約権 20,000個 2,000,000株（新株予約権１個につき普通株式100株）

当社取締役、その他の当社役員の保有する新株予約権の区分別合計

区 分 回次（行使価額） 行使期間 個 数 保有者数

取締役
(社外取締役を除く)

第9回（397円） 2016年10月１日〜
2025年 9 月30日 24,000個 1名

第26回（29.7円） 2023年10月１日〜
2026年 2 月28日 902個 1名

第27回（29.7円） 2023年10月１日〜
2027年 7 月31日 20,000個 2名

社外取締役 第26回（29.7円） 2023年10月１日〜
2026年 2 月28日 400個 2名

（注）１. 新株予約権の数は、当初発行数から、既に権利行使された個数及び退職により消滅した個数を減じて記載しております。
２. 当社は、2015年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。2016年２月１日付で普通株

式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
３. 取締役（社外取締役を除く）が保有している第26回の新株予約権は、使用人として在籍中に付与されたものです。
４. 監査役が保有する新株予約権等はありません。

(２) 当事業年度中に当社従業員等に交付した新株予約権の状況
該当する事項はありません。

(３) その他新株予約権等に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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４ 会社役員に関する事項
(１) 取締役及び監査役の状況

地位及び担当 氏 名 重要な兼職の状況
代表取締役会長 吉 松 徹 郎 株式会社プラネット 社外取締役
代表取締役社長 遠 藤 宗 株式会社アイスタイルリテール 代表取締役

株式会社アイスタイルキャリア 代表取締役

取締役副会長 菅 原 敬

istyle Global (Hong Kong) Co., Limited 董事長
istyle Global (Singapore) Pte. Limited 代表取締役
Unipos株式会社 社外取締役
istyle China Co., Limited 董事長兼総経理
株式会社オープンエイト 社外取締役
Glowdayz, Inc. 代表理事

取 締 役 山 田 メユミ
セイノーホールディングス株式会社 社外取締役
SOMPOホールディングス株式会社 社外取締役
株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 社外取締役

取 締 役 那 珂 通 雅

ボードウォーク・キャピタル株式会社 代表取締役
株式会社アクセルレーター 代表取締役
株式会社ビジョン 取締役
株式会社ベクトル 取締役
HRクラウド株式会社 社外取締役

取 締 役 宇佐美 進 典
株式会社CARTA HOLDINGS 代表取締役 社長執行役員
株式会社CARTA COMMUNICATIONS 取締役会長
一般社団法人日本インターネットポイント協議会 代表理事
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地位及び担当 氏 名 重要な兼職の状況
常 勤 監 査 役 原 陽 年 リネットジャパングループ株式会社 社外取締役監査等委員

監 査 役 都 賢 治

税理士法人アルタス 代表社員
株式会社アルタス 代表取締役
株式会社グロービス 監査役
トレンダーズ株式会社 監査役
株式会社アシロ 監査役
株式会社サイバー・バズ 社外取締役監査等委員
株式会社オープンエイト 監査役

監 査 役 小武守 純 子 小武守公認会計士事務所 代表
（注）１．取締役那珂通雅氏及び宇佐美進典氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役原陽年氏、都賢治氏及び小武守純子氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．監査役原陽年氏及び小武守純子氏は公認会計士、都賢治氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。
４．当社は、取締役那珂通雅氏及び宇佐美進典氏並びに監査役原陽年氏、都賢治氏及び小武守純子氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。なお、取締役那珂通雅氏は、株式会社ビジョン、株式会
社ベクトル及びHRクラウド株式会社の取締役を兼任しており、同社らと当社グループとは営業取引を行っておりますが、
当該取引は、同社ら及び当社グループの直近連結会計年度における連結売上高の2%未満であり、主要な取引先には該当
しないため、独立性については十分に確保されていると判断しております。取締役宇佐美進典氏は、当社の主要取引先で
ある株式会社CARTA COMMUNICATIONSの取締役会長を兼任しておりますが、同社の業務執行者ではないことから、
当社の「社外役員の独立性判断基準」を満たしていると判断しております。監査役都賢治氏は、株式会社グロービス及び
株式会社オープンエイトの監査役並びに株式会社サイバー・バズの社外取締役監査等委員を兼任しており、トレンダーズ
株式会社の監査役を兼任しておりました。同社らと当社グループとは営業取引を行っておりますが、当該取引は、同社ら
及び当社グループの直近連結会計年度における連結売上高の2%未満であり、主要な取引先には該当しないため、独立性
については十分に確保されていると判断しております。

５．取締役副会長菅原敬氏は、2023年７月１日をもって、istyle Global (Hong Kong) Co., Limitedの董事長及びistyle
China Co., Limitedの董事長兼総経理を退任しております。

６．監査役都賢治氏は、2024年１月26日をもって、株式会社アシロの監査役を退任しております。
７．監査役都賢治氏は、2024年６月25日をもって、トレンダーズ株式会社の監査役を退任しております。
８．伊藤章子氏は、2023年９月29日開催の第24回定時株主総会終結の時をもって、任期満了により監査役を退任いたしまし

た。
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(２) 責任限定契約の内容の概要
当社は取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び監査役との間に、会社法第423条第1項の賠償

責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。当該定款に基づき、当社は、取締
役山田メユミ氏、那珂通雅氏及び宇佐美進典氏並びに監査役全員と責任限定契約を締結しております。当該
契約における損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額であります。

(３) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、役員等賠償責任保険契約（D&O保険契約）を保険会社との間で締結しております。
当該契約の内容の概要は、以下のとおりです。

①被保険者の範囲 当社及び子会社の取締役・監査役・執行役員・管理職立場の従業員
②保険契約の内容の概要
・個人被保険者がその地位に基づいて行った不当な行為に起因して負担することとなった損害賠償金や争訟
費用等を填補の対象としております。
・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、法令に違反することを被保
険者が認識しながら行った行為に起因するD&O訴訟については、填補の対象外としています。
・当該契約の保険料は全額当社が負担しています。

(４) 取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支給人員 支 給 額
取 締 役 ６名（うち社外２名） 148百万円( うち社外 11百万円)
監 査 役 ４名（うち社外４名） 17百万円( うち社外 17百万円)

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、2011年12月15日開催の臨時株主総会決議において年額250百万円以内（ただし、使用人分給与

は含まない。）と決議いただいております。当該臨時株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち、社外取締役１名）で
す。

３．監査役の報酬限度額は、2004年９月28日開催の第５回定時株主総会決議において年額50百万円以内と決議いただいてお
ります。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は１名です。また、当該事業年度の監査役の個人別の報酬の内容等に
つきましては、監査役の協議により決定しております。

４．上記の監査役の支給人員には、2023年９月29日開催の第24回定時株主総会の終結の時をもって退任した監査役１名を含
んでおります。
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(５) 取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法
当事業年度の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は、2021年６月30日開催の取締役会におい

て、以下のとおり決議をしております。なお、監査役の個人別の報酬の内容等につきましては、監査役の協
議により決定いたします。
① 報酬制度の基本方針
(ⅰ) 取締役の報酬等の総額については、役位及び担当職務に応じた基本額に各期の業績を考慮して決定

します。
(ⅱ) 取締役個々の報酬等については、会社の業績や経営内容、経済情勢及び各人の年度評価、次期の職

責を勘案して決定します。
② 報酬制度の体系

取締役の報酬体系は、各取締役の役位及び担当職務に応じた固定報酬のみとし、月次報酬として支給
します。なお、業績連動報酬等及び非金銭報酬等はありません。
③ 報酬の決定方法等

取締役の基本報酬については、取締役会が、委員の過半数が独立社外取締役・独立社外監査役で構成
される指名報酬諮問委員会への諮問・答申を踏まえ、決定します。

取締役への報酬については委員の過半数が独立社外取締役・独立社外監査役で構成される指名報酬諮問委
員会への諮問・答申を踏まえた上で決定されていることから、取締役会としては、その内容は取締役会で決
裁された方針に沿うものであると判断しています。

(６) 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
取締役那珂通雅氏は、株式会社ビジョン、株式会社ベクトル及びHRクラウド株式会社の取締役を兼任し

ており、同社らと当社グループは営業取引を行っております。なお、ボードウォーク・キャピタル株式会
社及び株式会社アクセルレーターにつきましては、当社グループとの取引関係はありません。取締役宇佐
美進典氏は、株式会社CARTA COMMUNICATIONSの取締役会長を兼任しており、同社と当社グループ
は営業取引を行っております。なお、株式会社CARTA HOLDINGS及び一般社団法人日本インターネッ
トポイント協議会につきましては、当社グループとの取引関係はありません。監査役原陽年氏の重要な兼
職先であるリネットジャパングループ株式会社につきましては、当社グループとの取引関係はありませ
ん。監査役都賢治氏は、株式会社オープンエイト及び株式会社グロービスの監査役並びに株式会社サイバ
ー・バズの社外取締役監査等委員を兼任しており、トレンダーズ株式会社の監査役を兼任しておりまし
た。同社らと当社グループは営業取引を行っております。なお、税理士法人アルタス、株式会社アルタス
及び株式会社アシロにつきましては、当社グループとの取引関係はありません。監査役小武守純子氏の重
要な兼職先である小武守公認会計士事務所につきましては、当社グループとの取引関係はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

社外取締役

那 珂 通 雅
当事業年度における取締役会15回全てに出席し、経験豊富な会社経
営者としての見地から、国際ビジネス、ファイナンスその他企業経
営、経営戦略全般に係る議案において、適宜発言を行っております。

宇佐美 進 典
当事業年度における取締役会15回のうち14回に出席し、経験豊富な
会社経営者としての見地から、IT、マーケティング、ファイナンスそ
の他企業経営、経営戦略全般に係る議案において、適宜発言を行って
おります。

社外監査役

原 陽 年

当事業年度における取締役会15回全てに出席し、また、監査役会
17回全てに出席し、経験豊富な公認会計士としての見地から、取締
役の職務執行状況や内部統制システムの整備・運用状況を調査すると
ともに、適宜発言を行っております。
さらに、コンプライアンスに関する課題の把握とその対応策の立案・
実施を行うコンプライアンス委員会の委員を務め、適宜発言を行って
おります。

都 賢 治
当事業年度における取締役会15回のうち14回に出席し、また、監査
役会17回のうち16回に出席し、経験豊富な会社経営者及び税理士と
しての見地から、取締役の職務執行状況や内部統制システムの整備・
運用状況を調査するとともに、適宜発言を行っております。

小武守 純 子
社外監査役就任後に開催された取締役会12回全てに出席し、また監
査役会11回全てに出席し、経験豊富な公認会計士としての見地から
適宜発言を行っております。
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５ 会計監査人の状況
(１) 会計監査人の名称

有限責任監査法人 トーマツ

(２) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額及び監査役会の報酬等の同意をした理由
① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 51百万円
② 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 51百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区
分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて
記載しております。

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額以外に、当事業年度において、前事業年度に係る追加報酬が２百万円発生
しております。

③ 監査役会が会計監査人の報酬等の額について同意をした理由
監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けた上で会計

監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積もりの算定根拠について確認し、審議
した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について同意してお
ります。

(３) 非監査業務の内容
該当する事項はありません。

(４) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会

に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員

の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招
集される株主総会におきまして、解任した旨と解任の理由を報告いたします。

(５) 責任限定契約の内容の概要
該当する事項はありません。
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６ 会社の体制及び方針
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当該株

式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する体制及び当該体制の運用状況は、以下のとおり
であります。

(１) 業務の適正を確保するための体制
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(ⅰ) 当社は、監査役会設置会社であり、取締役の職務執行については監査役会の定める監査方針及び分

担に従い、各監査役の監査対象になっております。また取締役が他の取締役の法令、定款違反行為
を発見した場合、直ちに監査役及び取締役会に報告し、その是正を図ることといたします。

(ⅱ) 取締役会については、社内規程に基づき、定期又は必要に応じて随時の適切な運営が確保されてお
ります。

(ⅲ) 当社は、取締役会の監督機能の維持・向上のため、社外取締役を選任しております。
(ⅳ) 当社は、取締役及び使用人が法令等を遵守し、また企業理念にのっとった行動を取るよう、法令等

の遵守に関する規程を含む社内規程を定め、コンプライアンス委員会を設置し、法令等遵守の徹底
を図っております。

(ⅴ) 当社は、法令・社内規程に基づき取締役及び使用人に対し、職務の執行に必要と認める適切な指導
監督又は教育を、職制に基づいて行っております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に関わる情報については、社内規程に基づき、その保存媒体に応じて、適切かつ

確実に検索性の高い状態で本社において保存及び管理し、少なくとも１０年間は取締役、監査役が閲覧
可能な状態を維持していきます。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(ⅰ) 当社は、コンプライアンス、環境、災害及び情報セキュリティ等にかかる様々なリスクに対して、

それぞれの担当部署にて規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行う
ものとし、当社の取締役会が定める部署が組織横断的なリスク状況の監視及び全社的対応を行うもの
といたします。

(ⅱ) 新たに生じたリスクについては、当社の取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定め
ます。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、法令・定款に基づき、取締役会を設置しております。取締役会は、社内規程に基づき、取締

役全員をもって構成し、月１回定時に開催するほか、必要な都度、臨時に開催し、業務執行に関する重
要事項を決定するとともに取締役の職務執行を監督しております。
また、取締役会とは別に常勤の取締役、監査役及び子会社取締役等で構成される会議体を設置し、定

時に開催するほか、必要な都度、臨時に開催し、取締役会における審議の充実と意思決定の迅速化を図
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っております。

⑤ 当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、社内規程に基づき、当社と子会社が相互に密接な連携のもとに、それぞれの経営の自主性を

尊重しつつ、グループ全体の経営の効率化を追求し、かつ経営上の重要な案件を合理的に処理しており
ます。
(ⅰ) 子会社の取締役が他の取締役及び使用人の法令、定款違反行為を発見した場合、直ちに当社の取締

役会とは別に構成される会議体に報告し、その是正を図ることとしております。
(ⅱ) ａ．子会社は、コンプライアンス、環境、災害及び情報セキュリティ等にかかる様々なリスクに対

して、それぞれの担当部署にて規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配
布等を行うものとし、当社の取締役会が定める部署が組織横断的なリスク状況の監視及び全社的
対応を行うものとしております。

ｂ．新たに生じたリスクについては、当社の取締役会においてすみやかに対応責任者となる取締役
を定めることとしております。

ｃ．当社は、子会社のリスク管理状況を適切に確認するため、取締役会とは別に構成される会議体
において各子会社のリスクについても適宜報告を受け、その対応を検討・実施しております。

(ⅲ) 子会社は、法令・定款に基づき、取締役会を設置しております。取締役会は、社内規程に基づき、
取締役全員をもって構成し、月１回定時に開催するほか、必要な都度、臨時に開催し、業務執行に関
する重要事項を決定するとともに取締役の職務執行を監督しております。
また、取締役会とは別に構成される会議体に各社取締役が出席し各子会社の経営状況を報告するこ

とで、当社が子会社の状況を把握・監督し、その適正な運営を確保しております。
(ⅳ) 当社は、子会社に取締役又は監査役を派遣し、取締役会への出席及び監査役による監査を通じて、

経営の状況を把握・監督し、その適正な運営を確保しております。

⑥ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項及び取締役からの独立性に関する事項
(ⅰ) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、取締役会は監査役と協議の上、

必要に応じて、専任又は兼任の使用人を置くこととしております。
(ⅱ) 前項の使用人の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については監査役会の同意を得た上で決定す

ることとし、取締役からの独立性を確保するものとしております。
(ⅲ) (ⅰ)の使用人は、監査役から直接指示を受けて業務を行うものとしております。

⑦ 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、当社の子会社の取締役、監査
役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が、監査役に報告するための体制
(ⅰ) 監査役は、取締役会・取締役会とは別に構成される会議体に出席するほか、財務資料・その他事項

について適宜報告を求める体制をとっております。
(ⅱ) 代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、取締役会、取締役会とは別に構成される会議体等の

重要な会議において、随時その担当する業務の執行状況の報告を行っており、取締役は、会社に著し
い損害を及ぼす恐れのある事実を発見したときには直ちに監査役に報告する体制となっております。
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(ⅲ) 取締役及び使用人は、監査役から業務に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報告を
行っております。

(ⅳ) 当社及び子会社の取締役及び使用人は、本項に定める報告をしたことを理由として不利な取扱を受
けないものとしております。

⑧ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(ⅰ) 監査役会は、代表取締役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題について意見交換を行っており

ます。
(ⅱ) 監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見及び情報の交換を行うとともに、必要に応じて

会計監査人に報告を求めております。
(ⅲ) 監査役の職務を執行するうえで必要な費用については、その請求により、速やかに支払うものとし

ております。当社の内部統制システムにつきましては、取締役会において、内部統制システムの構
築の基本方針を決議し、必要に応じて改定し、よりコーポレートガバナンスに資するシステムとな
るよう整備しております。

(２) 当該体制の運用状況
① 内部統制システム全般

企業集団における業務の適正を確保するために、グループ横断的な規程の策定、グループ会社への取
締役及び監査役の派遣、内部監査室による定期的な業務監査・内部統制監査を実施し、当社及び子会社
の内部統制システム全般の整備・運用を行いました。また、上記各体制のもとで業務の適正を確保する
ことにより、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制についても、内部監査室による評価を実
施し、2024年6月期においては、開示すべき重要な不備は存在しないことを確認いたしました。

② コンプライアンス
法令遵守体制の点検・強化を推し進めるため、「コンプライアンス規程」に基づき、代表取締役・常勤

監査役等で構成されるコンプライアンス委員会を設置しております。代表取締役の諮問機関として、当
社及びグループ会社のコンプライアンスに関する課題の把握とその対応策の立案・実施を行うとともに、
その一環として当社の取締役会が定める部署で実施する入社時研修の他、各事業部においても景品表示
法、医薬品医療機器法等、当社の事業に密接な法律の研修を適宜実施いたしました。

③ リスク管理
内部統制システムに関する基本的な考え方に従い、リスク管理体制の維持・向上を図っております。

リスク管理状況については、内部監査室が監査を行い、その結果は、代表取締役及び監査役に報告され
る体制をとっており、常にリスク管理体制の維持・向上を図るとともに、リスクが現実化した場合や自
然災害等に備えて、緊急連絡網の整備及び事業継続計画の策定等、危機管理に対する体制も備えており
ます。さらに当社では内部通報制度を設けており、通報された内容は、外部顧問弁護士の協力を得て十
分な調査、検討を行い、適切に処理をすることとしております。
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④ 子会社経営管理
子会社の経営管理につきましては、当社の取締役会が定める部署にて子会社の経営管理体制を整備、

統括しております。また、社内規程を定めているほか、当社と子会社との間で締結した経営契約に則り
同契約が定める事前協議事項について、子会社から事前に承認申請又は報告を受ける体制を整えており
ます。

⑤ 取締役の職務執行
当社は、社内規程に基づき原則月１回取締役会を開催し、法令又は定款に定められた事項及び経営上

の重要事項を決定するとともに、当社グループの業務執行に関する報告を受け、取締役の職務執行の監
督を行いました。また、取締役会で決定した方針に基づき、効果的な職務執行が行われるよう、取締役
会とは別に構成される会議体を定時に開催し、各事業部からの経営上の重要な情報の正確かつ迅速な収
集・伝達を行い、業務執行状況や事業環境の分析・将来予測、投資判断等に関わる十分な議論を行いま
した。また、グループウェアの導入などITシステムの整備を随時行っており、意思決定の迅速化を図っ
ております。

⑥ 監査役
当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社の監査役に対して法定の報告のみならず、当社グループ

の業績等、当社グループの業務状況につき、定期的又は当社の監査役からの要請に応じて報告を行って
おります。監査役は、取締役会への出席及び常勤監査役による取締役会とは別に構成される会議体及び
その他の重要会議への出席を通じて必要がある場合には意見を述べ、報告を受けるとともに、稟議書等
の業務執行に関わる重要文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求める等、より健全な経営体制と効
率的な運用を図るための助言を行いました。また監査役は、代表取締役、会計監査人、内部監査室、各
事業部門、当社グループの取締役及び監査役等との情報交換に努め、連携を保ちながら監査の実効性を
確保しております。
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【コーポレート・ガバナンス体制図】（2024年６月30日現在）

７ 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識しており、その時々の連結業績、財務状況、

フリーキャッシュフロー等を総合的に勘案しながら適切な利益還元策を実施することを基本方針としておりま
す。
2019年6月期より無配としておりましたが、財務基盤が安定したことや一定の利益を確保できる事業基盤が

整ったため、中長期成長を見据えた事業投資や財務の健全性とのバランスを鑑みながら、適切な時期に復配す
る方向性で考えております。これにより、事業成長による中長期での株価上昇と配当による安定した利益還元
で、株主総利回りの最大化を目指してまいります。
また、会社法第459条第1項の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当等を行うことができる

旨を定款に定めております。
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連結貸借対照表（2024年６月30日現在）
（単位：百万円）

科 目 当期 前期(ご参考)

資産の部
流動資産 16,484 15,231

現金及び預金 5,762 6,723
受取手形、売掛金及
び契約資産 4,646 4,149

商品 4,217 2,945

営業投資有価証券 1,070 998

その他 796 421

貸倒引当金 △6 △ 4

固定資産 11,656 9,070

有形固定資産 1,762 1,588

建物 927 860

リース資産(有形) 319 462

その他 516 267

無形固定資産 3,572 3,849

のれん 1,223 1,361

ソフトウエア 1,697 1,794

その他 652 694

投資その他の資産 6,322 3,632

投資有価証券 3,557 999

敷金及び保証金 1,814 1,826

繰延税金資産 656 506

その他 326 332

貸倒引当金 △31 △ 31

資産合計 28,141 24,301

科 目 当期 前期(ご参考)

負債の部
流動負債 8,237 6,371
支払手形及び買掛金 2,711 2,043
短期借入金 450 500
１年内返済予定の長期借
入金 758 555

未払金 1,527 816
リース債務 251 214
未払法人税等 326 303
契約負債 819 698
賞与引当金 424 445
事業構造改善引当金 ー 17
その他 971 780

固定負債 7,717 7,240
長期借入金 3,185 2,906
長期リース債務 77 255
転換社債型新株予約権付
社債 4,000 4,000

その他 455 79
負債合計 15,953 13,611

純資産の部
株主資本 9,607 9,038
資本金 5,719 5,467
資本剰余金 3,662 4,558
利益剰余金 507 △708
自己株式 △280 △280

その他の包括利益累計額 1,371 1,061
その他有価証券評価差額金 87 99
為替換算調整勘定 1,284 961

新株予約権 1,011 437
非支配株主持分 198 155
純資産合計 12,187 10,690

負債及び純資産合計 28,141 24,301

（注) １．記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
２．前期（ご参考）は、監査対象外です。
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連結損益計算書（2023年７月１日から2024年６月30日まで）
（単位：百万円）

科 目 当期 前期(ご参考)
売上高 56,085 42,890
売上原価 31,440 23,720
売上総利益 24,645 19,171
販売費及び一般管理費 22,705 18,353
営業利益 1,940 817
営業外収益 113 74
受取利息 7 6
受取配当金 7 7
助成金収入 5 10
持分法による投資利益 72 17
その他 22 35

営業外費用 332 481
支払利息 49 59
為替差損 106 178
投資事業組合運用損 3 6
遊休資産諸費用 168 168
支払手数料 1 60
その他 6 11

経常利益 1,721 410
特別利益 6 16
固定資産売却益 6 1
関係会社株式売却益 - 0
新株予約権戻入益 0 0
資産除去債務戻入益 - 15
負ののれん発生益 0 -
投資有価証券売却益 0 -

特別損失 139 35
減損損失 108 7
店舗閉鎖損失 17 -
事業構造改善引当金繰入額 - 16
事業構造改善費用 13 11
その他 1 -

税金等調整前当期純利益 1,589 392
法人税、住民税及び事業税 462 371
法人税等調整額 △122 △281
法人税等合計 340 89
当期純利益 1,249 302
非支配株主に帰属する当期純利益 34 27
親会社株主に帰属する当期純利益 1,214 275

(注) １．記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
２．前期（ご参考）は、監査対象外です。
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連結株主資本等変動計算書（2023年７月１日から2024年６月30日まで）
(単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,467 4,558 △708 △280 9,038

当期変動額

新株の発行 251 251 503
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,214 1,214
連結子会社株式の取得によ
る持分の増減 △1,148 △1,148
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ―

当期変動額合計 251 △896 1,214 ― 570

当期末残高 5,719 3,662 507 △280 9,607

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評

価差額金
為替換算調整

勘定
その他の包括利益

累計額合計
当期首残高 99 961 1,061 437 155 10,690

当期変動額

新株の発行 ― 503
親会社株主に帰属する
当期純利益 ― 1,214

連結子会社株式の取得によ
る持分の増減 ― △1,148
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △12 323 310 574 43 928

当期変動額合計 △12 323 310 574 43 1,497

当期末残高 87 1,284 1,371 1,011 198 12,187

（注） 記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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貸借対照表（2024年６月30日現在）
（単位：百万円）

科 目 当期 前期(ご参考)
資産の部
流動資産 8,273 8,713
現金及び預金 4,395 5,098
売掛金及び契約資産 1,236 1,104
商品 2 1
営業投資有価証券 468 454
未収入金 965 383
立替金 261 207
前払費用 107 98
関係会社短期貸付金 468 1,067
1年内回収予定の関係
会社長期貸付金 311 239

その他 70 71
貸倒引当金 △11 △8

固定資産 14,131 11,243
有形固定資産 61 56
建物 31 47
工具、器具及び備品 26 5
リース資産(有形) 4 4

無形固定資産 2,297 2,424
ソフトウエア 1,645 1,730
商標権 99 115
リース資産(無形) - 0
その他 552 579

投資その他の資産 11,773 8,764
投資有価証券 865 954
関係会社株式 8,020 5,004
長期貸付金 31 31
関係会社
長期貸付金 1,888 1,911

繰延税金資産 514 291
その他 486 603
貸倒引当金 △31 △31

資産合計 22,404 19,956

科 目 当期 前期(ご参考)
負債の部
流動負債 5,296 3,936
買掛金 183 149
短期借入金 450 500
関係会社短期借入金 1,200 848
１年内返済予定の長期借入金 758 555
リース債務 1 3
未払金 1,159 538
未払費用 235 125
未払法人税等 49 62
契約負債 147 247
預り金 705 497
賞与引当金 305 328
その他 103 83

固定負債 7,692 7,467
長期借入金 3,185 2,906
関係会社長期借入金 160 560
長期リース債務 3 1
転換社債型新株予約権
付社債 4,000 4,000
その他 344 0

負債合計 12,988 11,403
純資産の部
株主資本 8,319 8,018
資本金 5,719 5,467
資本剰余金 5,691 5,440
資本準備金 5,490 5,239
その他資本剰余金 201 201

利益剰余金 △2,811 △2,610
その他利益剰余金 △2,811 △2,610
繰越利益剰余金 △2,811 △2,610

自己株式 △280 △280
評価・換算差額等 87 99

その他有価証券評価差額金 87 99
新株予約権 1,010 436
純資産合計 9,416 8,554
負債及び純資産合計 22,404 19,956

(注) １．記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
２．前期(ご参考)は、監査対象外です。
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損益計算書（2023年７月１日から2024年６月30日まで）
（単位：百万円）

科 目 当期 前期(ご参考)
売上高 8,442 7,215
売上原価 926 921
売上総利益 7,516 6,294
販売費及び一般管理費 7,838 7,033
営業損失(△) △322 △739
営業外収益 142 1,641
受取利息 30 51
受取配当金 70 18
為替差益 ― 21
助成金収入 0 0
関係会社業務受託収入 0 0
関係会社貸倒引当金戻入 ― 1,517
投資事業組合運用益 34 13
その他 7 20

営業外費用 284 317
支払利息 64 82
為替差損 46 ―
投資事業組合運用損 3 6
遊休資産諸費用 168 168
支払手数料 ― 60
その他 3 1

経常利益又は経常損失(△) △465 586
特別利益 0 4
関係会社株式売却益 ― 3
新株予約権戻入益 0 0

特別損失 85 ―
減損損失 85 ―

税引前当期純利益又は税引前当期純損失(△) △549 590
法人税、住民税及び事業税 △126 △122
法人税等調整額 △221 △87
法人税等合計 △348 △209
当期純利益又は当期純損失(△) △202 798

(注) １．記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
２．前期(ご参考)は、監査対象外です。
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株主資本等変動計算書（2023年７月１日から2024年６月30日まで）

(単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当期首残高 5,467 5,239 201 5,440
当期変動額
新株の発行 251 251 251
当期純損失(△)
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 251 251 251
当期末残高 5,719 5,490 201 5,691

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金 利益剰余金合計繰越利益剰余金
当期首残高 △2,610 △2,610 △280 8,018
当期変動額
新株の発行 503
当期純損失(△) △202 △202 △202
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 △202 △202 301
当期末残高 △2,811 △2,811 △280 8,319

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 99 99 436 8,554
当期変動額
新株の発行 503
当期純損失(△) △202
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △12 △12 574 562

当期変動額合計 △12 △12 574 863
当期末残高 87 87 1,010 9,416

（注） 記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告書
独立監査人の監査報告書

2024年８月20日
株 式 会 社 ア イ ス タ イ ル
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 登 樹 男
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 能 勢 直 子

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社アイスタイルの2023年7月1日から2024

年6月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社アイスタイル及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告書
独立監査人の監査報告書

2024年８月20日
株 式 会 社 ア イ ス タ イ ル
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 登 樹 男
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 能 勢 直 子

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社アイスタイルの2023年7月1日か

ら2024年6月30日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2023年7月1日から2024年6月30日までの第25期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年8月20日
株式会社 アイスタイル 監査役会

常勤監査役 原 陽 年 ㊞
監 査 役 都 賢 治 ㊞
監 査 役 小武守 純 子 ㊞

常勤監査役 原 陽年、監査役 都 賢治及び監査役 小武守 純子は、会社法第2条第16号及び第335
条第3項に定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案が承認された場合の取締役会及び監査役会の構成及び各役員の専門性は、下記のとおりです。
なお、下記の一覧表は各取締役候補者・監査役の有する全ての知見・経験を表すものではありません。

現在の役職
各候補者が有する知見・経験のうち、当社が特に期待するもの 属性

企業経営
経営戦略 IT 化粧品 マーケティング小売・流通国際ビジネス 金融・

ファイナンス会計・税務
独立性
(社外のみ)

男性 (★)
女性 (☆)

取
締
役
候
補
者

よし まつ てつ ろう

吉松 徹郎
代表取締役会長
CEO 〇 〇 〇 〇 〇 − ★

えん どう はじめ

遠藤 宗
代表取締役社長
COO 〇 〇 〇 〇 〇 〇 − ★

すが わら けい

菅原 敬
取締役副会長
CFO 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 − ★

やま だ め ゆ み

山田 メユミ 取締役 〇 〇 〇 〇 − ☆
な か みち まさ

那珂 通雅 取締役（社外） 〇 〇 〇 〇 ★
う さ み しん すけ

宇佐美 進典 取締役（社外） 〇 〇 〇 〇 〇 ★
かの こ ぎ ひかり

鹿子木 光 ー 〇 〇 〇 〇 〇 ☆

監
査
役

はら ひ とし

原 陽年 監査役（社外） 〇 〇 〇 ★
みやこ けん じ

都 賢治 監査役（社外） 〇 〇 〇 ★
こ たけ もり じゅん こ

小武守純子 監査役（社外） 〇 〇 〇 ☆
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社外役員の独立性判断基準
当社は、社外取締役及び社外監査役（以下「社外役員」と総称します。）の独立性に関する判断基準を次のと

おり定めております。社外役員候補者の選定にあたっては、会社法及び東京証券取引所が定める基準に加え、当
社が独自に定める「社外役員の独立性判断基準」を満たす候補者を選定しております。

当社は、原則として、以下のいずれの要件にも該当しない者を独立社外役員とする。
① 当社を主要な取引先（直近の連結会計年度におけるその者の連結売上高の２％以上の額の支払いを当社か

ら受けたものをいう。）とする者又はその業務執行者
② 当社の主要な取引先（直近の連結会計年度における当社の連結売上高の２％以上の支払いを当社グループ

に行ったもの、又は当社グループに対する融資残高が当社の連結総資産額の２％以上の額を占めていたも
のをいう。）又はその業務執行者

③ 当社から役員報酬以外に多額金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専門家
（当該財産を得ているものが法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）

(注) １．業務執行者とは、会社法施行規則に定める業務執行者をいい、業務執行取締役のみならず使用人を含
む。

２．多額とは、個人の場合には事業年度あたり1,000万円以上、団体（法人・組合等）の場合には総収入の
２％以上の額をいう。
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取締役７名選任の件

第25回定時株主総会終結の時をもって、現任の取締役６名は任期満了となり、また、当社の事業及び経営機能
の拡大のため、新たに社外取締役１名を増員し、取締役７名(うち社外取締役３名)の選任をお願いいたしたいと
存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

再任

1.
よしまつ てつろう

吉松 徹郎

1972年8月13日生

所有する当社株式の数
4,604,569株

在任期間
25年２か月 ※本総会終結時

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1996年４月 アンダーセンコンサルティング

（現アクセンチュア㈱）入社
1999年７月 当社設立

代表取締役社長
2016年６月 UTグループ㈱

社外取締役
2018年10月 ㈱プラネット

社外取締役（現任）
2022年９月 当社

代表取締役会長CEO（現任）

選任の理由
吉松徹郎氏は、当社の設立以降代表を務め、25年に渡り経営を指揮してまいりま
した。現在は、「BEAUTYの世界をアップデートしながら、多くの人を幸せにし
よう」をミッションとして掲げ、代表取締役会長CEOとして更なる事業発展を目
指し当社グループを牽引しております。当社グループの更なる成長、及び当社の
企業理念の実現に適任であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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再任

２.
えん どう はじめ

遠藤 宗

1973年9月10日生

所有する当社株式の数
2,228株

在任期間
2年0か月 ※本総会終結時

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1996年 4月 ㈱ヤナセ入社
1998年 5月 ㈱船井総合研究所入社
2003年 2月 ㈱大洋システムテクノロジー

（現㈱デジタルフォルン）入社
2005年 3月 ㈱たしろ薬品入社
2007年 1月 ㈱コスメネクスト（現㈱アイス

タイルリテール）
取締役

2012年 6月 ㈱コスメ・コム（現㈱アイスタ
イルリテール）
取締役

2012年 7月 当社入社
2014年 7月 ㈱コスメ・コム（現㈱アイスタ

イルリテール）
代表取締役

2014年 7月 ㈱コスメネクスト（現㈱アイスタイルリテール）
代表取締役(現任）

2016年 4月 istyle China Corporation Limited
(現istyle Global (Hong Kong) Co., Limited)
董事（現任）

2018年 9月 ㈱アイスタイルトレーディング
取締役（現任）

2020年 7月 istyle Retail (Hong Kong)
Co., Limited
董事（現任）

2022年 9月 当社
代表取締役社長COO（現任）

2023年１月 ㈱アイスタイルキャリア
代表取締役（現任）

選任の理由
遠藤宗氏は、株式会社船井総合研究所、株式会社たしろ薬品などを経て、2007
年1月、株式会社コスメネクスト設立とともに取締役に就任し、当社グループに
参画しました。2014年7月には、同社の代表取締役に就任し、国内外において店
舗・ECの運営を行うリテール部門の責任者として当社グループを牽引しました。
また、2022年9月に当社の代表取締役社長COOとなり、当社グループを成長さ
せました。かかる実績を踏まえ、取締役候補者といたしました。

※㈱コスメネクストは、2021年7月1日付でEC事業を運営する㈱コスメ・コムを
吸収合併し、㈱アイスタイルリテールに社名を変更しております。
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再任

３.
すが わら けい

菅原 敬

1969年8月13日生

所有する当社株式の数
290,675株

在任期間
23年０か月 ※本総会終結時

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1996 年５月 アンダーセンコンサルティング

（現アクセンチュア㈱）入社
2000 年１月 アーサー・Ｄ・リトル（ジャパ

ン）㈱ 入社
2001 年９月 当社 非常勤取締役
2004 年９月 当社 取締役
2008 年２月 ㈱コスメ・コム（現㈱アイスタ

イルリテール）
代表取締役

2012 年９月 当社取締役兼CFO
2015 年９月 istyle Global (Singapore)

Pte. Limited
代表取締役（現任）

2016 年６月 ㈱iSGSインベストメントワークス
取締役（現任）

2016 年10月 istyle Retail (Hong Kong)
Co., Limited
董事（現任）

2018 年６月 Fringe81㈱(現Unipos㈱)
社外取締役（現任）

2020 年１月 istyle China Co., Limited
董事長兼総経理

2021 年３月 ㈱オープンエイト
社外取締役（現任）

2022 年３月 Glowdayz, Inc.
理事

2022 年9月 当社
取締役副会長CFO（現任）

2023 年7月 ㈱GENEROSITY
社外取締役（現任）

2024 年６月 Glowdayz, Inc.
代表理事（現任）

選任の理由
菅原敬氏は、2001年9月より当社取締役に就任して以来幅広い分野で当社の事業
に貢献してまいりました。2012年にはCFOとして当社を株式上場に導くなど経
営手腕を発揮いたしました。現在は、取締役副会長CFOとしてグループを牽引し
ております。かかる実績を踏まえ、引き続き取締役候補者といたしました。
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再任

4.
や ま だ め ゆ み

山田 メユミ

1972年8月30日生

所有する当社株式の数
715,200株

在任期間
25年２か月 ※本総会終結時

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1995 年４月 香栄興業㈱ 入社
1997 年５月 ㈱キスミーコスメチックス

（現 ㈱伊勢半）入社
1999 年７月 当社設立

代表取締役
2009 年12月 当社 取締役（現任）
2012 年５月 ㈱サイバースター（2017年7

月1日当社に吸収合併）*1
代表取締役

2015 年９月 ㈱メディア・グローブ
取締役（現任）

2016 年３月 ㈱ISパートナーズ
代表取締役

2017 年６月 セイノーホールディングス㈱
社外取締役（現任）

2017 年６月 ㈱かんぽ生命保険
社外取締役

2021 年６月 SOMPOホールディングス㈱
社外取締役（現任）

2022 年５月 ㈱セブン＆アイ・ホールディン
グス
社外取締役（現任）

*1 ㈱サイバースターは、2014年8月1日付で㈱アイスタイルビューティソリューションズに社名
を変更しております。
*2 山田メユミ氏は、非業務執行取締役候補者であります。

選任の理由
山田メユミ氏は、吉松徹郎氏とともに当社を設立して以来、基幹サービスである
「＠cosme」を立ち上げ、日本最大のコスメ・美容の総合サイトにまで育ててま
いりました。また、女性が活躍しやすい制度や風土をつくり、自らロールモデル
として活躍しながら、当社の組織づくりに貢献してまいりました。かかる実績を
踏まえ、今後も女性のリーダーとしての役割を発揮することが期待できるものと
考え、引き続き取締役候補者といたしました。
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5.
な か みち まさ

那珂 通雅

1964年8月14日生

所有する当社株式の数
41,214株

在任期間
10年０か月 ※本総会終結時

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1989 年４月 ソロモン・ブラザーズ・アジア

証券会社 入社
2009 年10月 シティグループ証券㈱

取締役
2009 年12月 シティグループ証券㈱

取締役副社長
2010 年11月 ストームハーバー証券㈱

代表取締役社長
2011 年３月 GLM㈱

監査役
2014 年７月 あすかアセットマネジメント㈱

取締役
2014 年７月 ㈱eWeLL

取締役
2014 年９月 当社 取締役（現任）
2014 年10月 ストームハーバー証券㈱

取締役会長

2014 年11月 ㈱ジーニー
取締役

2016 年７月 ボードウォーク・キャピタル㈱
代表取締役（現任）

2017 年６月 ㈱アクセルレーター
代表取締役（現任）

2019 年３月 ㈱ビジョン
取締役（現任）

2020 年５月 ㈱ベクトル
取締役（現任）

2021 年５月 HOUYOU㈱(現寶結㈱)
社外取締役（現任）

2022 年10月 HRクラウド㈱
社外取締役（現任）

選任の理由及び期待される役割
那珂通雅氏は、金融ファイナンスの分野においてグローバルに活躍してきた経歴
を有しております。自ら立ち上げたボードウォーク・キャピタル株式会社では、
スタートアップ企業の支援においても実績を残しております。かかる経営者とし
ての豊富なビジネス経験を当社グループの経営に生かしていただくため、引き続
き社外取締役候補者といたしました。同氏には、上記の豊富なビジネス経験と幅
広い見識をもとに、社外取締役として、当社の事業拡大及び経営全般について適
切な助言をいただけるものと期待しております。
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6.
う さ み しん すけ

宇佐美 進典

1972年10月12日生

所有する当社株式の数
０株

在任期間
3年０か月 ※本総会終結時

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1996 年４月 トーマツコンサルティング㈱

（現 デロイトトーマツコンサ
ルティング合同会社）入社

1999 年９月 ㈱アクシブドットコム
（現 ㈱CARTA HOLDINGS）設立
取締役COO

2002 年９月 ㈱アクシブドットコム
（現 ㈱CARTA HOLDINGS）
代表取締役CEO

2005 年12月 ㈱サイバーエージェント
取締役

2018 年10月 ㈱VOYAGE GROUP分割準備会社
（現㈱CARTA HOLDINGS）
代表取締役

2019 年１月 ㈱CARTA HOLDINGS
代表取締役会長

2019 年１月 ㈱サイバー・コミュニケーショ
ンズ
(現㈱CARTA COMMUNICATIONS)
取締役

2019 年７月 Fringe81㈱(現Unipos㈱)
社外取締役

2020 年１月 ㈱電通グループ
DJNボード

2021 年9月 当社
取締役（現任）

2023 年1月 ㈱電通グループ
DJアドバイザリーボード

2023 年1月 一般社団法人日本インターネットポイント協議会
代表理事(現任)

2023 年7月 ㈱CARTA COMMUNICATIONS
取締役会長（現任）

2023 年10月 ㈱CARTA MARKETING FIRM
取締役会長（現任）

2024 年１月 ㈱CARTA HOLDINGS
代表取締役社長執行役員
（現任）

選任の理由及び期待される役割
宇佐美進典氏は、インターネット広告の分野において広く活躍してきた経歴があ
り、自ら立ち上げた株式会社アクシブドットコム（現株式会社CARTA
HOLDINGS）を上場させるとともに、同社の代表取締役として事業拡大に貢献
してきた実績を有しております。かかる経営者としての豊富なビジネス経験を当
社グループの経営に生かしていただくため、引き続き社外取締役候補者といたし
ました。同氏には、上記の豊富なビジネス経験と幅広い見識をもとに、社外取締
役として、当社の事業拡大及び経営全般について適切な助言をいただけるものと
期待しております。
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７.
かの こ ぎ ひかり

鹿子木 光

1964年６月11日生

所有する当社株式の数
０株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1989 年6月 日本ブーズ・アレン・アンド・

ハミルトン㈱(現PwCコンサル
ティング合同会社)
東京オフィス 入社

1995 年8月 Booz Allen & Hamilton
Inc.( 現 Booz Allen Hamilton
Inc.）シカゴオフィス
消費者プラクティス部門 勤務

1999 年1月 ハインツ日本㈱
ディレクター

2003 年8月 LVJグループ㈱（現ルイ・ヴィトンジャパン㈱）
ヴァイスプレジデント
ミッド・イーストリージョン

2008 年10月 アディダスジャパン㈱
ディレクター

2012 年7月 ジースターインターナショナル
㈱ 代表取締役

2012 年7月 ジースターリテイルジャパン㈱
代表取締役

2021 年7月 ジースターインターナショナル
㈱ 名誉相談役

2021 年7月 ジースターリテイルジャパン㈱
名誉相談役

2023 年７月 ㈱グラニフ
社外取締役（現任）

選任の理由及び期待される役割
鹿子木光氏は、経営全般、リテール、ブランドビジネス、人事組織の分野におい
てグローバルに活躍してきた経歴を有しており、代表取締役社長としての経験を
含め事業推進・拡大に関する豊富な実務経験で結果を出しております。かかる豊
富な実務経験を当社グループの経営に生かしていただくため、社外取締役候補者
といたしました。同氏には、上記の豊富な経営経験と幅広い見識をもとに、社外
取締役として、当社の事業拡大及び経営全般について適切な助言をいただけるも
のと期待しております。

(注) １．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．各候補者の所有する当社株式の数は、当社役員持株会における持分を含めた実質持株数を記載して

おります。
３．取締役候補者の山田メユミ氏につきましては、職業上使用している氏名であり、その氏名が高名で

あるため、上記のとおり表記していますが、戸籍上の氏名は、山田芽由美氏であります。
４．山田メユミ氏が2021年6月から現在まで社外取締役に就任しているSOMPOホールディングス株式

会社（以下「SOMPOホールディングス」）の子会社である損害保険ジャパン株式会社（以下「損害
保険ジャパン」）は、不適切な保険料調整行為等の問題により、2023年12月26日に金融庁より保
険業法に基づく行政処分を受けました。また、SOMPOホールディングス及び損害保険ジャパンは、
株式会社ビッグモーター、株式会社ビーエムホールディングス、株式会社ビーエムハナテンによる
自動車保険金不正請求等への対応に関する問題により、2024年１月25日に金融庁より保険業法に
基づく行政処分を受けました。山田氏は、平素より法令遵守及びお客さま保護の視点に立った提言
を行うとともに、これらの事案の判明後においては実効性のあるグループガバナンスのための提言
を行うなど、その職責を果たしております。

５．那珂通雅氏、宇佐美進典氏及び鹿子木光氏は、社外取締役候補者であります。
６．那珂通雅氏、宇佐美進典氏及び鹿子木光氏は、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件に

加え、当社が定める「社外役員の独立性判断基準」を満たしており、一般株主との間で利益相反が
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生じる恐れはないと判断し、独立役員として同取引所に届け出ております。なお、宇佐美氏は、当
社の主要な取引先である株式会社CARTA COMMUNICATIONSの取締役会長に就任しております
が、同社の業務執行者ではないことから、当社の「社外役員の独立性判断基準」を満たしていると
判断しております。

７．那珂通雅氏及び宇佐美進典氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期
間は本総会終結の時をもって、那珂氏は10年、宇佐美氏は3年となります。

８．責任限定契約について
当社は、山田メユミ氏、那珂通雅氏及び宇佐美進典氏との間において会社法第423条第1項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約における損害賠償責任の限度額は、会社法第
425条第1項に定める最低責任限度額であります。山田氏、那珂氏及び宇佐美氏の再任が承認され
た場合は、当該契約を継続する予定であります。また、鹿子木光氏の選任が承認された場合は、当
社は、新たに上記同様の責任限定契約を同氏との間で締結する予定であります。

９．当社は、役員等賠償責任保険契約（D&O保険契約）を保険会社との間で締結しており、今後2025
年４月に当該契約を更新する予定であります。当該保険契約は、個人被保険者がその地位に基づい
て行った不当な行為に起因して負担することとなった損害賠償金や争訟費用等を填補の対象として
おり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。その他の内容につき
ましては、事業報告「4会社役員に関する事項（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要」に記載
のとおりであります。各候補者が選任された場合には、各候補者は当該契約の被保険者に含められ
ることとなります。

以 上
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株主総会会場ご案内図
日時 2024年9月25日（水曜日）午前10時 （受付開始時刻：午前9時30分）

場所
受付：アーク森ビル 1階専用受付
会場：同ビル37階 (アークヒルズクラブ クラブルームAB)

東京都港区赤坂一丁目12番32号

交通 東京メトロ 南北線「六本木一丁目」駅 3番出口より徒歩約3分


